[image: image18.png]6.25




	あ　ら　ま　し


平成26年度の決算の状況は、一般会計の実質収支が38億82百万円、特別会計（企業会計除く。以下同じ。）の実質収支が80億33百万円でした。一般会計においては、府税収入等が３年連続で増加したことや、継続的に経費節減努力を行ったことから、実質収支は７年連続で黒字を維持しました。また、決算規模は、歳入・歳出とも、前年度とほぼ同規模となりました。
実質収支では赤字を回避しましたが、本府は将来の府債の償還に必要な財源を確保するための減債基金に積み立て不足（26年度末で約2,782億円）があり、実態としては財源にゆとりがある状態とはほど遠く、引き続き財政再建の取組みを堅持していく必要があります。
なお、一般会計の決算剰余金は、大阪府財政運営基本条例に基づき、その2分の1を減債基金に積み立て、不足額の復元に努めるとともに、残りの2分の1は、財政調整基金に積み立てて、予期しがたい税収の急変など突発的な事態に備えることとしています。
  第 １ 表 
平成２６年度決算状況
[image: image1.emf]（単位：百万円）

区　　分 予 算 現 額歳入決算額歳出決算額

歳入歳出

差 引 額

翌年度へ繰越

すべき財源

実質収支額

（A) (B) （C) (B)-(C)=(D) （E) （D)-(E)

一般会計 3,033,787 2,981,522 2,968,396 13,126 9,244 3,882

特別会計 1,390,946 1,388,124 1,376,830 11,293 3,260 8,033

合　　計 4,424,733 4,369,646 4,345,226 24,419 12,504 11,915


	決算にみる府の財政構造


平成26年度決算における府の財政構造の主な特徴としては、次の点があげられます。

■ 硬直的な財政構造

財政構造の弾力性を示す指標である経常収支比率は99.9％で、前年度と比べ1.2ポイントの増となりました。

経常一般財源の収入総額（比率算定式の分母）は、府税収入が増加したことなどにより、0.6ポイントの改善となったものの、経常的経費に充当された一般財源額（比率算定式の分子）は、職員の給与減額措置のカット率縮小や給与月額を引上げたことにより人件費などが増加し、1.8ポイントの悪化となりました。
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（注）「経常収支比率」とは、地方税などを中心とする経常的に収入される一般財源が、人件費などの毎年経常的に支出される経費にどの程度充当されているかという割合のことであり、この割合が低いほど財政構造に弾力性があることとなる。

　　　
経常収支比率（％）＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×100

※経常一般財源の収入総額には、平成13年度から減税補塡債及び臨時財政対策債を、平成19年度からは臨時財政対策債及び減収補塡債（特例分）を含むものとされた。

■　府債残高の推移

平成26年度決算における全会計の府債残高は、6兆3,750億85百万円となりました。うち、臨時財政対策債等の残高は、前年度から1,443億円45百万円増加した3兆560億59百万円となりました。一方で、臨時財政対策債等を除いた残高は、前年度から985億39百万円減少した3兆3,190億27百万円となりました。
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	一般会計


平成26年度の一般会計の決算状況は第２表のとおりです。
収入済額は2兆9,815億22百万円で、府税収入等が3年連続で増えたため、対前年度比1.5%の増加となりました。支出済額は2兆9,683億96百万円で、職員の給与減額措置のカット率縮小などによる人件費の増などにより、対前年度比2.3%の増加となりました。
歳入歳出差引の形式収支額は、131億26百万円となりますが、収入済額の中には平成27年度の事業に充てなければならない財源が含まれていますので、歳入歳出差引額から更にこの財源を差し引いた実質収支額は38億82百万円となり、7年連続で黒字を維持しました。
 第 ２ 表 
一 般 会 計 決 算 状 況
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増減額

（A)－(Ｂ)＝(Ｃ)

増減率

（Ｃ)/(Ｂ)

%



予 算 現 額 (1) 3,033,787  2,972,707  61,080  2.1 



収 入 済 額 (2) 2,981,522  2,936,577  44,945  1.5 

  （収入率） (98.3%) (98.8%)



支 出 済 額 (3) 2,968,396  2,901,353  67,043  2.3 

  （支出率） (97.8%) (97.6%)



差 引 (2)－(3)＝(4) 13,126  35,223  △ 22,097  －



翌年度へ繰り越すべき財源(5) 9,244  12,832  △ 3,588  －



実 質 収 支 (4)－(5)＝(6) 3,882  22,392  △ 18,510  －

比較

区               分

平成26年度

(A)

平成25年度

(Ｂ)


一般会計決算額の推移
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（注）１　（　　）内の数字は、平成22年度を100とした場合の指数である。

2  各年度の歳入は、翌年度へ繰り越すべき財源を含む収入済額である。
3  [　　]内の数字は、特定目的基金からの借入れの見直しに伴う特例償還（歳入：6,588億円、歳出：6,629億円）

を除いた実質的な決算規模である。
■　歳　入

平成26年度一般会計歳入決算の状況は、第3表のとおりです。
予算現額3兆337億87百万円に対して、収入済額は2兆9,815億22百万円で、収入率は98.3％となりました。

これを前年度の決算額2兆9,365億77百万円、収入率98.8％と比べると、449億45百万円、1.5％の増であり、収入率では0.5ポイントの減となりました。

収入済額が予算現額を下回った主なものは、国庫支出金、府債などです。
一般会計歳入決算の構成
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前年度と比べて増収となった原因は、府税収入や地方消費税清算金などが増えたことによるものです。
府税収入等（府税収入及び地方法人特別譲与税の合計額）の決算額は1兆3,728億39百万円で、前年度に比べて9.1％の増となり、いわゆるリーマン・ショックの影響を受ける前の平成19年度決算額（1兆4,260億23百万円）の96.3％となりました。
府税収入の構成
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国庫支出金の決算額は2,333億72百万円で前年度に比べて8.3％の減少となっています。これは、平成

25年度の国の経済対策に伴う地域の元気臨時交付金や緊急雇用創出事業臨時特例交付金の減少などによるものです。
府債の決算額は3,379億22百万円で前年度に比べて10.6％の大幅な減少となりました。これは、地方税等の増加による臨時財政対策債の減少や、道路事業債の減少などによるものです。
諸収入の決算額は3,968億98百万円で前年度に比べて12.5％の大幅な減少となりました。これは、制度融資貸付金償還金の減少などによるものです。
地方公共団体が自主性を発揮して行政をすすめるうえで重要な要素となる自主財源の割合は、前年度に比べて2.0ポイント増の65.5％となりました。
今後とも府民ニーズに的確に対応した府政を推進していくためには、自主財源の拡充を図ることが必要です。
歳入に占める自主財源及び府税の割合
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 第 ３ 表 
一般会計歳入決算の状況
[image: image9.emf]（単位：千円）

款　　　　　　　　名 収入率 比較 比較

金額（A) 構成比 金額（B) 構成比 （B)／(A) （B)－(A) 金額（C) 構成比 （B)／(C)

％ ％ ％ ％ ％

府 税 1,206,449,865 39.8 1,202,142,760 40.3 99.6 △ 4,307,105 1,117,053,891 38.0 107.6

地方消費税清算金 199,633,000 6.6 199,663,131 6.7 100.0 30,131 165,644,806 5.6 120.5

地 方 譲 与 税 174,696,001 5.8 174,491,827 5.9 99.9 △ 204,174 145,638,892 5.0 119.8

市町村たばこ税府交付金 1,273,011 0.0 1,273,011 0.1 100.0 0 1,221,271 0.0 104.2

地方特例交付金 4,212,464 0.1 4,212,464 0.1 100.0 0 4,615,263 0.2 91.3

地 方 交 付 税 276,254,119 9.1 276,411,697 9.3 100.1 157,578 284,448,912 9.7 97.2

交通安全対策特別交付金 1,901,566 0.1 1,891,374 0.1 99.5 △ 10,192 2,132,659 0.1 88.7

分担金及び負担金 4,648,833 0.1 3,920,735 0.1 84.3 △ 728,098 5,158,144 0.2 76.0

使用料及び手数料 23,783,923 0.8 23,429,149 0.8 98.5 △ 354,774 18,449,495 0.6 127.0

国 庫 支 出 金 249,985,517 8.2 233,372,179 7.8 93.4 △ 16,613,338 254,503,163 8.7 91.7

財 産 収 入 50,582,699 1.7 51,901,977 1.7 102.6 1,319,278 22,081,123 0.7 235.1

寄 附 金 2,757,964 0.1 2,677,365 0.1 97.1 △ 80,599 8,497,427 0.3 31.5

繰 入 金 86,906,283 2.9 58,482,523 2.0 67.3 △ 28,423,760 67,324,747 2.3 86.9

繰 越 金 12,831,523 0.4 12,831,523 0.4 100.0 0 7,872,655 0.3 163.0

諸 収 入 397,964,384 13.1 396,898,396 13.3 99.7 △ 1,065,988 453,798,188 15.4 87.5

府 債 339,906,000 11.2 337,922,000 11.3 99.4 △ 1,984,000 378,136,000 12.9 89.4

合 計3,033,787,152 100.02,981,522,111 100.0 98.3△ 52,265,0412,936,576,636 100.0 101.5

平成26年度 平成25年度

予算現額 収入済額 収入済額


 第 ４ 表 
府税収入の状況

[image: image10.emf]（単位：千円）

区　　　　　　　　分 収入率 比較 比較

金額（A) 構成比 金額（B) 構成比 （B)／(A) （B)－(A) 金額（C) 構成比 （B)／(C)

％ ％ ％ ％ ％

府 民 税 436,594,000 36.2 435,602,919 36.2 99.8 △ 991,081 423,375,058 37.9 102.9

個 　　　 　　　　　　　人 342,027,000 28.4 340,964,780 28.3 99.7 △ 1,062,220 335,162,086 30.0 101.7

法　　  　　　　　　　　人 84,974,000 7.0 85,152,009 7.1 100.2 178,009 78,612,214 7.0 108.3

利 　　　　子　　　　　割 9,593,000 0.8 9,486,130 0.8 98.9 △ 106,870 9,600,758 0.9 98.8

事 業 税 258,306,000 21.4 258,285,678 21.5 100.0 △ 20,322 240,359,085 21.5 107.5

個　　　 　　 　　　　　人 14,327,000 1.2 14,274,989 1.2 99.6 △ 52,011 14,037,318 1.2 101.7

法　　　 　 　　　　　　人 243,979,000 20.2 244,010,689 20.3 100.0 31,689 226,321,767 20.3 107.8

地 方 消 費 税 337,970,000 28.0 334,598,575 27.8 99.0 △ 3,371,425 271,151,112 24.3 123.4

不 動 産 取 得 税 30,352,000 2.5 30,508,994 2.5 100.5 156,994 30,896,987 2.8 98.7

府 た ば こ 税 12,321,000 1.0 12,388,315 1.0 100.6 67,315 13,814,240 1.2 89.7

ゴ ル フ 場 利 用 税 1,553,000 0.1 1,532,077 0.1 98.7 △ 20,923 1,534,143 0.1 99.9

自 動 車 税 79,936,000 6.6 79,389,168 6.6 99.3 △ 546,832 80,106,611 7.2 99.1

鉱 区 税 91 0.0 91 0.0 100.0 0 147 0.0 61.9

自 動 車 取 得 税 5,096,000 0.4 5,038,487 0.4 98.9 △ 57,513 11,081,421 1.0 45.5

軽 油 引 取 税 44,298,000 3.7 44,767,030 3.7 101.1 469,030 44,698,198 4.0 100.2

狩 猟 税 10,374 0.0 10,561 0.0 101.8 187 10,814 0.0 97.7

旧 法 に よ る 税 13,400 0.0 20,865 0.0 155.7 7,465 26,075 0.0 80.0

合 計 1,206,449,865 100.0 1,202,142,760 100.0 99.6 △ 4,307,105 1,117,053,891 100.0 107.6

平成26年度 平成25年度

予算現額 収入済額 収入済額


■　歳　出

平成26年度一般会計歳出決算は、予算現額3兆337億87百万円に対して支出済額は、2兆9,683億96百万円で、支出率は、97.8％となりました。

これを前年度の決算額2兆9,013億53百万円、支出率97.6％と比べると、670億43百万円、2.3%の増であり、支出率は0.2ポイントの増になりました。

予算現額との差額は、道路、河川、府営住宅等の建設事業などの一部の事業について、地元や関係機関との調整に時間を要したことなどにより、予算現額のうち254億99百万円を平成27年度へ繰り越したことなどによるものです。
一般会計歳出決算の構成（目的別）
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歳出決算額の行政目的別内訳は第５表のとおりです。
構成比の高いものとしては、府債の元利償還を行っている公債管理特別会計に対する繰出金、利子割交付金等市町村に対する交付金などを含む諸支出金が、歳出決算額の26.1％に当たる7,755億21百万円で第１位を占め、次いで、小・中・高等学校教職員の給与費、支援学校等の建設費、私立学校教育の振興補助金などを含む教育費が、6,854億86百万円、23.1％で第２位、介護給付費負担金や児童手当給付費などに要する福祉費が、4,598億2百万円、15.5％で第３位となりました。

これを前年度の決算額との比較でみると、諸支出金、教育費などで増となりました。諸支出金は、地方消費税率引き上げに伴う地方消費税市町村交付金の増によるもの、教育費は教職員人件費の増によるものなどです。
一般会計歳出決算の構成（性質別）
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歳出決算額の性質別内訳は、第６表のとおりです。
構成比の最も高いものは、介護保険関連事業、国民健康保険事業、後期高齢者医療費の公費負担事業、私立学校への助成費などを含む負担金、補助金、交付金等で歳出決算額の35.3％に当たる1兆489億36百万円、次いで人件費が8,339億83百万円で28.1％、貸付金が3,557億58百万円で12.0％、公債費が3,430億21百万円で11.6％となりました。

これを前年度の決算額との比較でみると、人件費が520億32百万円の増となる一方、貸付金が605億41百万円の減となりました。人件費は職員の給与減額措置のカット率縮小などによる増で、貸付金は制度融資の貸付金償還金の減によるものなどです。

 第 ５ 表 
一般会計歳出決算の状況（目的別）

[image: image13.emf]（単位：千円）

款　　　　　　　　名 支出率 繰越額 不用額 比較

金額（A) 構成比 金額（B) 構成比 （B)／(A) （C) （A)－(B)－(Ｃ) 金額（D) 構成比（B)／（D)

％ ％ ％ ％ ％

議 会 費 3,047,308 0.1 2,965,560 0.1 97.3 0 81,748 2,913,233 0.1 101.8

総 務 費 163,622,848 5.4 154,154,185 5.2 94.2 5,601,135 3,867,528 172,152,967 6.0 89.5

福 祉 費 477,674,986 15.7 459,801,649 15.5 96.3 5,469,719 12,403,618 432,858,144 14.9 106.2

健 康 医 療 費 78,631,229 2.6 73,068,052 2.5 92.9 1,739,208 3,823,969 83,817,363 2.9 87.2

商 工 労 働 費 378,299,646 12.5 376,256,154 12.7 99.5 474,241 1,569,251 441,397,653 15.2 85.2

環境農林水産費 17,786,991 0.6 15,938,691 0.5 89.6 790,446 1,057,854 18,883,042 0.7 84.4

都 市 整 備 費 168,990,648 5.6 155,951,571 5.3 92.3 10,977,134 2,061,943 144,529,640 5.0 107.9

住宅まちづくり費 7,660,098 0.2 7,106,537 0.2 92.8 83,369 470,192 6,637,180 0.2 107.1

警 察 費 263,929,990 8.7 261,497,053 8.8 99.1 153,602 2,279,335 246,996,466 8.5 105.9

教 育 費 696,586,338 23.0 685,485,833 23.1 98.4 156,000 10,944,505 647,916,056 22.3 105.8

災 害 復 旧 費 904,474 0.0 649,210 0.0 71.8 53,858 201,406 386,674 0.0 167.9

諸 支 出 金 775,915,403 25.6 775,521,464 26.1 99.9 0 393,939 702,864,800 24.2 110.3

予 備 費 737,193 0.0 0 － － 0 737,193 0 － －

合 計 3,033,787,152 100.0 2,968,395,959100.0 97.825,498,71239,892,481 2,901,353,218100.0 102.3

平成26年度 平成25年度

予算現額 支出済額 支出済額


 第 ６ 表 
一般会計歳出決算の状況（性質別）
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比較

金額（A) 構成比 金額（B) 構成比 (A)／(B)

％ ％ ％

人 件 費 833,983,473 28.1 781,950,960 26.9 106.7

物 件 費 61,039,508 2.1 59,771,584 2.1 102.1

扶 助 費 43,965,632 1.5 46,537,928 1.6 94.5

負担金、補助金、交付金等 1,048,936,040 35.3 960,542,950 33.1 109.2

維 持 補 修 費 13,177,306 0.4 12,148,921 0.4 108.5

建 設 事 業 費 168,902,517 5.7 149,612,604 5.2 112.9

出 資 金 2,913,700 0.1 3,668,010 0.1 79.4

貸 付 金 355,757,503 12.0 416,298,790 14.3 85.5

積 立 金 65,586,814 2.2 43,361,515 1.5 151.3

繰 出 金 31,112,433 1.0 30,939,623 1.1 100.6

公 債 費 343,021,033 11.6 396,520,333 13.7 86.5

合 計 2,968,395,959 100.0 2,901,353,218 100.0 102.3

平成26年度 平成25年度

区　　　　　分


（注）　　府債の元利償還金は、公債管理特別会計を設置して経理しているが、ここに掲げる公債費は、公債管理特別会計への繰出金（減債基金への積立金を除く。）を含めたものである。
	特別会計


日本万国博覧会記念公園事業特別会計ほか14特別会計の平成26年度の決算状況は、第７表及び第８表のとおりです。

 第 ７ 表 
特別会計歳入歳出決算の状況

[image: image15.emf]（単位：千円）

収入済額 支出済額

現計予算額 繰  越  額 計　(A) (B) （C) （B)／(A) （C)／(A)

％ ％

日本万国博覧会記念公園事業 4,751,578 0 4,751,578 4,927,986 4,306,160 103.7 90.6

就 農 支 援 資 金 等 52,828 0 52,828 82,221 29,540 155.6 55.9

流 域 下 水 道 事 業 72,486,556 4,982,561 77,469,117 76,411,013 74,433,997 98.6 96.1

大阪府営住宅事業 92,680,239 18,540,008 111,220,247 106,865,991 103,975,415 96.1 93.5

港 湾 整 備 事 業 8,402,476 0 8,402,476 8,482,032 8,152,353 100.9 97.0

関西国際空港関連事業 21,388,163 0 21,388,163 21,383,824 21,383,724 100.0 100.0

箕面北部丘陵整備事業 7,085,800 3,376 7,089,176 6,936,293 6,936,293 97.8 97.8

不 動 産 調 達 5,566,957 0 5,566,957 5,648,000 5,566,956 101.5 100.0

公 債 管 理 1,121,434,733 0 1,121,434,733 1,121,268,843 1,119,970,393 100.0 99.9

市町村施設整備資金 18,262,038 0 18,262,038 18,262,180 18,260,184 100.0 100.0

証 紙 収 入 金 整 理 10,438,224 0 10,438,224 10,768,152 10,280,885 103.2 98.5

母子寡婦福祉資金 1,393,745 0 1,393,745 1,375,277 426,499 98.7 30.6

中小企業振興資金 3,421,366 0 3,421,366 5,510,361 3,070,247 161.1 89.7

沿岸漁業改善資金 39,024 0 39,024 114,486 37,409 293.4 95.9

林 業 改 善 資 金 16,525 0 16,525 87,004 339 526.5 2.1

合 計 1,367,420,252 23,525,945 1,390,946,197 1,388,123,663 1,376,830,394 99.8 99.0

予　　　　算　　　　現　　　　額 比較

会　　計　　名


 第 ８ 表 
特別会計歳入歳出決算前年度比較

[image: image16.emf]（単位：千円）

平成26年度 平成25年度 比較 平成26年度 平成25年度 比較 平成26年度 平成25年度

（A) （B) （A)／(B) （C) （D) （C)／(D) （A)－(C) （B)－(D)

％ ％

日本万国博覧会記念公園事業 4,927,986 - - 4,306,160 - - 621,826 -

就 農 支 援 資 金 等 82,221 93,001 88.4 29,540 26,210 112.7 52,681 66,791

流 域 下 水 道 事 業 76,411,013 70,342,015 108.6 74,433,997 67,279,030 110.6 1,977,016 3,062,985

大阪府営住宅事業 106,865,991 158,550,000 67.4 103,975,415 153,037,306 67.9 2,890,576 5,512,693

港 湾 整 備 事 業 8,482,032 7,276,304 116.6 8,152,353 6,843,878 119.1 329,679 432,426

関西国際空港関連事業 21,383,824 16,209,806 131.9 21,383,724 16,209,705 131.9 100 101

箕面北部丘陵整備事業 6,936,293 3,211,263 216.0 6,936,293 3,199,052 216.8 0 12,211

不 動 産 調 達 5,648,000 645,850 874.5 5,566,956 567,748 980.5 81,044 78,103

公 債 管 理 1,121,268,843 1,081,411,183 103.7 1,119,970,393 1,080,313,021 103.7 1,298,450 1,098,162

市町村施設整備資金 18,262,180 13,832,110 132.0 18,260,184 13,830,558 132.0 1,996 1,552

証 紙 収 入 金 整 理 10,768,152 10,382,239 103.7 10,280,885 9,923,948 103.6 487,267 458,291

母子寡婦福祉資金 1,375,277 1,223,284 112.4 426,499 495,088 86.1 948,778 728,196

中小企業振興資金 5,510,361 9,273,982 59.4 3,070,247 5,636,118 54.5 2,440,114 3,637,863

沿岸漁業改善資金 114,486 121,045 94.6 37,409 38,151 98.1 77,077 82,894

林 業 改 善 資 金 87,004 88,282 98.6 339 5,067 6.7 86,665 83,216

合 計 1,388,123,663 1,372,660,365 101.1 1,376,830,394 1,357,404,880 101.4 11,293,269 15,255,486

歳　　　　　　　　　　　　　　　　入 歳入歳出差引 歳　　　　　　　　　　　　　　出

会　　計　　名


	翌年度繰越額


■　繰越明許費

平成26年度において予算計上したもののうち、事業の実施にあたって地元との調整や市町村等の事業主体における事業の遅延などやむを得ない事情により年度内にその支出が終わらず、繰越明許費として平成27年度へ繰り越したものは、一般会計で254億99百万円、特別会計のうち、日本万国博覧会記念公園事業特別会計で33百万円、流域下水道事業特別会計で15億23百万円、大阪府営住宅事業特別会計で59億90百万円、港湾整備事業特別会計で9百万円となっています。

一般会計の繰越額の状況は、第９表のとおりです。
■　事故繰越し

平成26年度において予算計上したもののうち、年度内にその支出が終わらず、事故繰越しとして平成27年度へ繰り越したものは、一般会計、特別会計ともありません。
 第 ９ 表 
平成26年度一般会計繰越額の状況

[image: image17.emf]（単位：千円）

区

分

款　　　名 　事　　　業　　　名 翌年度繰越額

翌年度へ繰り越

すべき財源

総 務 費おおさか魅力満喫券消費喚起事業費 ほか 5,601,135 98,508

福 祉 費安心こども基金事業費　ほか 5,469,719 3,613,578

健 康 医 療 費病院施設設備整備費補助金　ほか 1,739,208 5,920

商 工 労 働 費おおさかUIJターン促進事業費　ほか 474,241 1,330

環境農林水産費大阪産（もん）グローバルブランド化促進事業費　ほか 790,446 120,695

都 市 整 備 費連続立体交差費ほか 10,977,134 5,147,565

住宅まちづくり費密集住宅市街地整備促進事業費補助金　ほか 83,369 80,448

警 察 費平野警察署移転建替整備事業費 153,602 19,801

教 育 費府立高等学校耐震性能向上・大規模改造事業費 156,000 156,000

災 害 復 旧 費農業施設災害復旧事業費　ほか 53,858 0

25,498,712 9,243,845

0 0

25,498,712 9,243,845 合　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

小　　　　　　　　　　　　　計

繰

越

明

許

費

事　　　故　　　繰　　　越　　　し


平成26年度決算の概要





経常収支比率の推移





　経常的経費に充当された一般財源額


経常一般財源の収入総額





全会計府債残高の推移





（注）臨時財政対策債等とは、税または地方交付税の代替として発行する地方債である。


（臨時財政対策債、減税補塡債、減収補塡債、臨時税収補塡債）





（注）　1 網掛部分は自主財源で、地方公共団体が自主的に確保できる収入をいい、残りは依存財源で、国から交付を受ける収入又は一定額を割り当てられる収入をいう。


　　　　  2 地方交付税には、地方特例交付金を含む。


　　　　  3 その他自主財源 … 地方消費税精算金、市町村たばこ税府交付金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、


財産収入、寄附金、繰入金、繰越金


4 その他依存財源 … 地方譲与税、交通安全対策特別交付金
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